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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 424,156 △4.4 25,335 △4.7 27,839 △5.1 14,187 △15.7

22年3月期 443,728 △4.9 26,576 22.2 29,327 19.1 16,839 21.6

（注）包括利益 23年3月期 12,503百万円 （△43.9％） 22年3月期 22,297百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 57.09 57.09 5.1 7.1 6.0
22年3月期 67.77 67.76 6.4 7.6 6.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  591百万円 22年3月期  946百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 389,418 285,249 71.6 1,121.98
22年3月期 396,317 303,226 68.8 1,097.72

（参考） 自己資本   23年3月期  278,799百万円 22年3月期  272,755百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 34,856 △16,067 △6,373 42,087
22年3月期 47,484 △52,393 △5,684 29,975

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 10.00 ― 12.00 22.00 5,468 32.5 2.1
23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 4,971 35.0 1.8

24年3月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 32.9

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 218,800 4.6 11,200 △9.6 12,200 △10.9 7,000 1.0 28.17
通期 447,400 5.5 24,600 △2.9 27,000 △3.0 15,100 6.4 60.77



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、【添付資料】Ｐ．25～27「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 251,535,448 株 22年3月期 251,535,448 株

② 期末自己株式数 23年3月期 3,045,423 株 22年3月期 3,059,826 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 248,497,650 株 22年3月期 248,489,043 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 25,034 2.4 12,042 12.4 13,164 9.4 12,864 △1.8

22年3月期 24,437 28.6 10,716 55.0 12,028 42.4 13,104 47.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 51.75 51.75
22年3月期 52.72 52.71

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 237,180 221,159 93.2 889.22
22年3月期 232,592 214,563 92.2 862.95

（参考） 自己資本 23年3月期  221,021百万円 22年3月期  214,479百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結及び個別財務諸表に対する監査手続きは実
施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
当資料に記載されている内容は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の計画数値、施策の実現を確約したり、保証するものではありません。業
績予想の前提条件その他の関連する事項については、【添付資料】Ｐ．４～５及びＰ．７をご覧ください。 
 
当社は、平成23年５月18日（水）にアナリスト・機関投資家向け決算説明会を開催する予定です。決算説明会資料につきましては、説明会終了後、当社ホーム
ページに掲載する予定です。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 17,500 △9.0 10,900 △14.8 11,400 △13.9 11,700 △16.9 47.07
通期 22,900 △8.5 9,800 △18.6 11,000 △16.4 13,500 4.9 54.31
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１．経営成績 

(1）経営成績に関する分析 

①当期の概況 

 ３月１１日に発生した東日本大震災は、広域にわたり甚大な被害をもたらしまし

た。被災された皆様に心よりお見舞い申し上げますとともに、被災地の一日も早い

復興をお祈り申し上げます。当社グループにおきましては、一部工場等において生

産設備、棚卸資産等が損傷いたしましたが、短期間で復旧いたしました。今後も安

定した製品供給に努めてまいります。 

 当期につきましては、政府の景気対策効果や企業収益の改善傾向を受け個人消費

に一部回復の傾向が見られたものの、食品業界は、デフレの影響を受け厳しい市場

環境が継続しました。そのような環境下、当社グループは、主力事業の食品事業に

おいて当社技術を活かした付加価値のある新製品を開発・販売し、効果的に広告宣

伝活動を実施するなど、各事業において売上げ拡大施策を推進するとともに、一方

では、各種コスト削減施策に取り組みました。そのような中、昨年４月及び１０月

に輸入小麦の政府売渡価格が改定されたことに伴い、製品価格改定を実施いたしま

した。 

 また、当社は、連結子会社であるオリエンタル酵母工業㈱及び㈱ＮＢＣメッシュ

テックにつきまして、当社グループ全体として効率的かつ最適なグループ経営を実

践し、長期的な企業価値の更なる向上を図るため、当社の１００％子会社としまし

た。 

 この結果、当期の業績は製粉事業及び食品事業において出荷伸長はあったもの

の、輸入小麦の政府売渡価格引き下げによる製品価格改定の影響もあり、売上高は

４，２４１億５６百万円（前期比９５．６％）となり、利益面では、ふすま価格の

低迷及び拡販施策費用等の投入があり、営業利益２５３億３５百万円（前期比 

９５．３％）、経常利益２７８億３９百万円（前期比９４．９％）、当期純利益 

１４１億８７百万円（前期比８４．３％）となりました。 

 なお、本年１月に、製粉事業において、最適な立地への生産集約による生産性向

上を実現するため、福岡市中央区の須崎埠頭に平成２６年春に新工場を建設し、同

時に鳥栖、筑後の両工場を閉鎖することを決定いたしました。 

  

【セグメント別営業概況】 

(1）製粉事業 

 製粉事業につきましては、お客様への提案活動に注力するなど、積極的な販売促

進に努めた結果、業務用小麦粉の出荷は前年を上回りました。また、輸入小麦の政

府売渡価格が５銘柄平均で昨年４月に５％引き下げられ、１０月には１％引き上げ

られたことを受け、それぞれ昨年５月と本年１月に業務用小麦粉の価格改定を実施

いたしました。 

 なお、昨年１０月より輸入小麦について、政府が一定期間保有する備蓄方式を変

更し、輸入された小麦を直ちに製粉企業に販売する即時販売方式が導入されまし

た。 



 生産・物流面では、生産性向上や固定費削減等のコストダウンに取り組んでまい

りました。 

 一方で、副製品であるふすまにつきましては、価格は低調に推移しました。 

 海外事業につきましては、昨年１０月にカナダの子会社において生産能力増強工

事が完了し、積極的な拡販に努めたこと等により、出荷は前年を上回りました。 

 この結果、製粉事業の売上高は１，６１３億７０百万円（前期比８９．９％）、

営業利益は１０８億１０百万円（前期比７９．４％）となりました。 

  

(2）食品事業 

 加工食品事業につきましては、個人消費が低迷する厳しい環境下にあります

が、消費者の皆様の家庭内調理志向や多様化するニーズに応えた家庭用新製品を

発売し、テレビコマーシャル等の広告宣伝活動により需要喚起に努めました。こ

の結果、プレミックスや冷凍食品等の出荷が好調に推移し、昨年４月の輸入小麦

の政府売渡価格引き下げにともなう製品価格改定の影響はあったものの、売上げ

は前年を上回りました。中食・惣菜事業については、収益改善施策に着実に取り

組みました。また、海外事業については、タイにおけるプレミックス事業の生産

能力増強及びＲ＆Ｄセンターの拡張など、供給体制、製品開発力、提案力の強化

を図り事業拡大に取り組んでおります。 

 酵母・バイオ事業の酵母事業では、イースト、フラワーペースト、パン品質改

良剤等の出荷が好調で、売上げは前年を上回りました。バイオ事業は、平成２１

年１０月に養魚飼料事業を譲渡した影響や、飼育用器材、受託試験の売上げ減少

等により、売上げは前年を下回りました。 

 健康食品事業につきましては、科学的根拠を重視した特長ある健康食品メーカ

ーとして、新素材の探求、新製品開発に注力し、通信販売を中心に消費者向け製

品を積極的に拡販したものの、市場環境は引き続き厳しく、売上げは前年を下回

りました。 

 なお、昨年６月にはフランスのユーロジャーム社と、成長著しいアジアにおけ

るベーカリー顧客向け事業の更なる拡大を図るべく、同社に一部出資するととも

に、アジアにおけるパン品質改良剤等の事業に関する業務提携を行いました。 

 この結果、食品事業の売上高は２，２４７億２５百万円（前期比 

１００．５％）、営業利益は１１８億４８百万円（前期比１１４．０％）となり

ました。 

  

(3）その他事業 

 ペットフード事業につきましては、プレミアムペットフード「ジェーピースタ

イル」の出荷は堅調に推移したものの、引き続き市場環境は厳しく、猫用製品の

販売が低調で売上げは前年を下回りました。 

 エンジニアリング事業につきましては、ＩＴ関連分野の需要回復により機器販

売は堅調に推移したものの、主力のプラントエンジニアリングにおいて前年の大

口工事完工の反動等により売上げは前年を下回りました。また、昨年１１月に粉



体関連装置の製造販売等を行っているホソカワミクロン㈱の株式の一部を取得

し、今後の事業における協力関係の構築に向けた協議を開始いたしました。 

 メッシュクロス事業につきましては、自動車部品業界などの得意先関連業界に

おける全般的な需要の持ち直しにより、主力のスクリーン印刷用メッシュクロ

ス、化成品、産業用資材など全般で売上げは前年を上回りました。 

 この結果、その他事業の売上高は３８０億６０百万円（前期比９３．７％）、

営業利益は２３億８７百万円（前期比１０８．１％）となりました。 

  

※ 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セ

グメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用しております

が、セグメント区分及び売上高、セグメント利益の測定方法は従来と同一で

あります。 

  

②次期の見通し 

 わが国経済は、引き続き東日本大震災の深刻な影響を受けるものと考えられ、

夏場の電力不足、原材料の調達難等多くの課題に取組む必要があります。また、

厳しい雇用情勢及び消費者の低価格志向は継続するものと予想され、当社グルー

プを取巻く環境も不透明な情況が継続するものと思われます。このような環境に

おきましても、国民の主要食糧である小麦粉等の安定供給を確保し、各事業にお

いて安全な製品を供給するという使命を果たしてまいります。また、国内におけ

るシェアアップ等事業基盤強化のために必要な施策を積極的に推進してまいりま

す。なお、輸入小麦の政府売渡価格が本年４月に５銘柄平均で１８％引き上げら

れたことを受け、コストに見合った適切な価格改定を行う予定です。また、当社

グループの更なる成長を実現するため、海外事業展開のスピードアップを図りま

す。 

 以上の結果、平成２４年３月期の連結業績予想につきましては、現時点で見込

まれる東日本大震災の影響も勘案し、売上高は４，４７４億円（前期比 

１０５．５％)、営業利益は２４６億円（前期比９７．１％)、経常利益は２７０

億円（前期比９７．０％）、当期純利益は１５１億円（前期比１０６．４％）と

しております。 

  

  

(1）製粉事業 

 製粉事業につきましては、引き続き製品の安定供給に努め、お客様のニーズを

迅速かつ的確にとらえた製品開発や、積極的な販売促進に注力し、お客様との関

係強化を図り、更なるシェアアップに取り組みます。また、生産面では、引き続

き生産性向上等のコスト削減施策を実施し、収益の確保を目指してまいります。 

 原料小麦につきましては、輸入小麦の政府売渡価格が本年４月に５銘柄平均で

１８％引き上げられたことを受け、本年６月に業務用小麦粉の価格改定を行う予

定です。 



 海外事業につきましては、北米及びタイにおいて周辺諸国への出荷拡大を図る

など、引き続き拡販に努めてまいります。 

  

(2）食品事業 

加工食品事業につきましては、消費者の皆様の生活防衛意識の高まりや多様化

する価値観に対応した新製品を開発し、広告宣伝活動の展開による需要喚起を図

るとともに、生産、購買、物流等のあらゆる場面でコスト削減に取り組みます。

中食・惣菜事業につきましては、お客様のニーズに応えた新メニュー開発、提案

等を行い、量販店との取組みを強化し、売上げ拡大を図ります。海外事業につき

ましては、引き続き、成長を続ける中国及び東南アジアを中心に事業拡大を図っ

てまいります。 

 酵母・バイオ事業につきましては、酵母事業は、引き続き提案型営業を推進

し、高付加価値製品の開発強化に努めるとともに、製パン関連以外の新規市場の

開拓及び総菜事業の拡大に努めます。バイオ事業は、「研究・創薬支援事業」と

して、一貫した研究・開発支援サービスを積極的に展開していくとともに、診断

薬原料を中心とした新製品の上市や、アレルゲン検査・残留農薬等の食品分析事

業の拡大を目指します。 

 健康食品事業につきましては、生産性の向上、販売体制の更なる強化を図ると

ともに、科学的根拠を重視した特長のある健康食品メーカーとして新素材の探

求、新製品開発に注力し、通信販売を中心とした消費者向け製品の拡販に努めて

まいります。 

  

(3）その他事業 

ペットフード事業につきましては、国産メーカーとしての優位性を活かした商

品開発や、ペットの長生きをサポートする「ＬＩＦＥ２０」プログラムに基づく

取組みを継続的に行うとともに、営業体制の強化を図ってまいります。 

エンジニアリング事業につきましては、得意分野への経営資源の集中を図り、

主として食品分野のプラントエンジニアリングにおける受注拡大を目指すととも

に、機器販売の売上げ拡大を図ってまいります。 

 メッシュクロス事業につきましては、引き続きコスト削減施策等による企業体

質の強化に努めるとともに、新規顧客の開拓など積極的な営業活動や、海外市場

への拡販に注力してまいります。 

  



(2）財政状態に関する分析 

①当期の概況 

当連結会計年度末における資産、負債、純資産の状況は以下のとおりです。 

 流動資産は１，９５２億１３百万円で、受取手形及び売掛金の増加、有価証券

の増加、輸入小麦の即時販売方式導入によるたな卸資産の増加がありましたが、

公開買付けなどによる連結子会社の株式取得等に伴う現金及び預金の減少があっ

たことにより、前年度末に比べ１３億９２百万円減少しました。固定資産は 

１，９４２億４百万円で、有形固定資産及び投資有価証券の減少などにより、前

年度末に比べ５５億６百万円減少しました。この結果、総資産は３，８９４億 

１８百万円で前年度末に比べ６８億９８百万円減少しました。また、流動負債は

７４４億２９百万円で、原料購入増加等に伴う支払手形及び買掛金の増加などに

より、前年度末に比べ１２２億９１百万円増加しました。固定負債は２９７億 

３９百万円で、主に繰延税金負債の減少により、前年度末に比べ１２億１３百万

円減少しました。この結果、負債は合計１，０４１億６８百万円で前年度末に比

べ１１０億７８百万円増加しました。純資産は当期純利益による利益剰余金の増

加はありましたが、公開買付けなどによる連結子会社の株式取得等に伴う少数株

主持分の減少や、その他の包括利益累計額の減少などにより、前年度末に比べ 

１７９億７７百万円減少し、２，８５２億４９百万円となりました。 

次に、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益が２５８億１５百万円、減価償却費が１３６億８１百

万円となりましたが、法人税等の支払い等により、当連結会計年度の営業活動に

よるキャッシュ・フローは３４８億５６百万円の資金増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 ３ヶ月を超える定期預金及び有価証券の運用による満期・償還が預入・取得を

１８８億６１百万円上回りましたが、公開買付けなどによる連結子会社の株式取

得に２１８億８１百万円、有形及び無形固定資産の取得に１２４億２５百万円を

支出したことにより、当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 

１６０億６７百万円の資金減少となりました。 

  以上により、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローから投資活

動によるキャッシュ・フローを差し引いたフリー・キャッシュ・フローは、   

１８７億８８百万円の資金増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

  株主の皆様への一層の利益還元といたしまして、平成２２年３月期の期末普通

配当を１円増配するとともに、創業１１０周年記念配当２円を加え、配当に５４

億６８百万円を支出したこと等により、当連結会計年度の財務活動によるキャッ

シュ・フローは６３億７３百万円の資金減少となりました。 



 上記のとおり、当連結会計年度は営業活動による資金の増加を、公開買付けな

どによる連結子会社の株式取得及び戦略的な設備投資に投入するとともに、株主

の皆様への利益還元として配当を実施いたしました。これに、資金の運用効率向

上のため３ヶ月を超える定期預金及び有価証券等で運用しております戦略投資等

に対応する待機資金の満期・償還が預入・取得を上回ったことによる資金増加が

加わり、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末比 

１２１億１２百万円増加し、４２０億８７百万円となりました。 

②次期の見通し 

 次期のキャッシュ・フローは、当期純利益１５１億円等により増加する資金

を、戦略的な設備投資や株主の皆様への利益還元等に使用しますので、次期連結

会計年度末の現金及び現金同等物残高は、当連結会計年度末とほぼ同水準になる

見通しであります。 

③キャッシュ・フロー指標 

  当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、当社の期末発行済株式数（自己株式控除後）×期末株価終値に

より算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキ

ャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上され

ている借入金を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  
平成20年
３月期 

平成21年
３月期 

平成22年 
３月期 

平成23年
３月期 

自己資本比率（％）  67.9  69.3  68.8   71.6

時価ベースの自己資本比率（％）  69.2  70.5  75.7  61.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.2  0.2  0.1  0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  149.7  121.1  488.7  461.6



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 会社の利益配分に関しましては、現在及び将来の収益状況及び財務状況を勘案

するとともに、連結ベースでの配当性向３０％以上を基準として、株主の皆様の

ご期待にこたえてまいりたいと存じます。 

  当期の年間配当におきましては、前期に引き続き普通配当を１株当たり２０円

とさせていただく予定です。これによりまして期末配当を１株当たり１０円とす

る剰余金の配当に関する議案を定時株主総会に付議させていただきます。 

  内部留保資金におきましては、長期的な視点で投資効率を考慮しながら成長機

会に対する戦略的な投資への重点配分を行い、将来の企業価値を高めていくと同

時に、株主の皆様への利益還元も機動的に行ってまいります。 

  また、株主優待制度を設けて、当社グループの製品をご希望される株主の皆様

にお届けしております。  

  なお、次期の配当につきましては、上記の利益配分の基本方針を基準とし、１

株当たり年間２０円を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリ

スクには以下のようなものがあります。 

  なお、文中の将来に関する事項は、決算短信提出日（平成２３年５月１２日）

現在において当社が判断したものであります。 

①経済情勢、業界環境 

当社グループは経済情勢・業界環境によって業績を大きく左右されないよう

に、企業体質の強化に努めておりますが、国内の競争激化による主要製品の出

荷変動、単価下落の可能性があります。また、投資先・取引先等の倒産による

損失発生の可能性があります。 

②ＷＴＯ・ＴＰＰ・ＦＴＡ・ＥＰＡの進展と麦政策の変更 

当社グループは製粉事業・加工食品事業において構造改善に取組み、強固な企

業体質を構築してまいりました。しかしながら、ＷＴＯ農業交渉やＴＰＰ（環

太平洋戦略的経済連携協定）を含む各国とのＦＴＡ（自由貿易協定）・ＥＰＡ

（経済連携協定）の進展は当初想定より遅れているものの、その決着内容によ

り、また、国内での麦政策の見直しの進展により、国内小麦粉・二次加工市場

の混乱、関連業界再編、小麦の調達方式の変更など製粉事業、加工食品事業に

おいてリスクの発生の可能性があります。なお、国内では平成１９年４月に政

府売渡価格の相場連動制が導入され、また、昨年１０月には輸入小麦の売渡に

ついて、政府が一定期間保有する備蓄方式を変更し、輸入された小麦を直ちに

販売する即時販売方式が導入されました。このように今後も更なる国内での麦

政策の見直しの進展による現行の国家貿易のあり方など小麦の管理手法（調

達・在庫・売渡方法など）の大幅な変更により上記リスクの発生の可能性があ

ります。 



③製品安全 

近年、食の安心・安全についての社会的関心が高まっており、食品業界におき

ましては、より一層厳格な対応が求められるようになっております。当社グル

ープは品質保証体制の確立に向けて取組みを強化しておりますが、外的要因も

含め当社グループの想定範囲を超えた事象が発生した場合、製品回収、出荷不

能品発生などの可能性があります。また、原料調達面における当社グループの

予測不能の事象の発生により出荷不能品発生などの可能性があります。 

④原材料市況の高騰 

当社グループは将来の小麦の完全自由化対応に向けてローコストの実現を目指

しておりますが、原料市況の変動及び原油高に伴う物流コスト、包装資材等の

原材料価格の上昇などで調達コストが高騰し、コスト低減を実現できない可能

性があります。また、輸入小麦価格の大幅な引き上げ等原材料や商品等の調達

コストの上昇に対応した小麦粉及び加工食品等の販売価格の改定が確実に行わ

れない場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤為替変動（主にドル・ユーロ・バーツ） 

当社グループは為替予約を実施するなど、為替変動によって業績を左右されな

いよう努めておりますが、加工食品事業をはじめ各事業において、原料・製品

の一部を海外より調達しており、為替変動により調達コスト変動の可能性があ

ります。また、海外事業においては損益、財務状況が円換算の変動の影響を受

け、製粉事業においては副産物のふすま価格が為替で変動する輸入ふすま価格

の影響を受ける可能性があります。 

⑥生産の外部委託 

当社グループは生産効率の最適化を実現するために、自社生産に加えて一部製

品の生産を外部委託しております。生産の外部委託に際しては自社工場と同様

の管理の徹底や、調達の安定性の確保に十分に配慮しておりますが、当社グル

ープとの取引に起因しない委託先企業の経営破綻などの事象が発生した場合、

調達コストの上昇、製品供給に支障をきたすなどの可能性があります。 

⑦情報・システム 

当社グループでは適切なシステム管理体制作りをしておりますが、システム運

用上のトラブルの発生などにより、顧客対応に支障をきたし、費用発生などの

可能性があります。また、当社グループではコンピューターウィルス対策や情

報管理の徹底を進めておりますが、当社グループの予測不能のウィルスの侵入

や情報への不正アクセスなどにより、顧客対応に支障をきたす可能性や、営業

秘密・個人情報の社外への流出などによる費用発生や社会的信用の低下などの

可能性があります。 

⑧他社とのアライアンス効果の実現 

当社グループは経営資源を最適化し、技術の集約による効果を実現するため、

他社とのアライアンスを行っておりますが、相手方と何らかの不一致が生じ、

その効果を実現できない可能性があります。 



⑨設備安全、自然災害等 

当社グループは工場等の設備安全に向けて火災・爆発などの事故発生防止の体

制作りを強化し、また地震・風水害など自然災害の発生時に、人的被害・工場

等の設備破損が生じないように管理体制の確立、設備の改修を行っておりま

す。しかし、当社グループの想定範囲を超えた事象が発生した場合、あるい

は、新型インフルエンザが大流行した場合など、損害発生、顧客への製品供給

に支障をきたすなどの可能性があります。 

⑩退職給付費用および債務 

当社グループでは退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定され

る前提条件や年金資産の期待運用収益率に基づいて算出されておりますが、実

際の結果が前提条件と異なる場合、業績・財務状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑪公的規制 

当社グループはコンプライアンスの更なる強化を進めておりますが、予測不能

の事態の発生により対応費用の発生などの可能性があります。 

⑫海外事故等 

当社グループは海外事故等の未然防止に努めておりますが、海外事業において

は、政治あるいは経済の予期しない変動、新型インフルエンザの大流行などに

より、海外事業の業績悪化、費用発生などの可能性があります。 

⑬知的財産権 

当社グループは知的財産権の保護を進めておりますが、他社の類似製品発売な

どにより、ブランド価値の低下などの可能性があります。また、将来において

当社グループが他社の知的財産権を侵害しているとされる可能性があります。 

⑭環境管理 

当社グループの事業は、比較的環境負荷の低い事業で構成されておりますが、

そのような中におきましても当社グループは企業活動を通じて環境管理システ

ムの充実、省エネルギー、廃棄物削減など環境経営を積極的に進めておりま

す。しかしながら、当社グループの想定範囲を超えた事象が発生した場合、対

応費用の発生などの可能性があります。 

⑮東日本大震災 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、東日本だけでなく、日本の

社会全体に長期間にわたり大きな影響を及ぼすものと思われ、将来的に以下の

ようなリスクが発生する可能性があります。 

 ・ 電力供給量の低下 

 ・ 取引先からの原材料調達難 

 ・ 日本市場の消費意欲の低下 

 ・ そのほか、東日本大震災に伴う間接的な影響 

これらは、売上高の減少や生産操業度の低下などをもたらし、当社グループの

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



２．企業集団の状況 

 当社グループは、当社及び子会社44社、関連会社15社によって構成され、その主な事業内容と、各

関係会社等の当グループの事業に係わる位置付け、及びセグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。なお、事業内容の区分は「４．連結財務諸表（7）注記事項（セグメント情報等）」に掲げるセ

グメントの区分と同一であります。 

(1）製粉事業 

 日清製粉㈱（連結子会社）は小麦粉及びふすま（副製品）を製造し、特約店を通じて販売してお

ります。フレッシュ・フード・サービス㈱（連結子会社）は、主として冷凍食品及びその原材料の

販売と小麦粉関連の商材を用いた飲食店経営を行っており、日清製粉㈱から関連商材及び一部小麦

粉を仕入れております。ヤマジョウ商事㈱（連結子会社）及び石川㈱（持分法適用会社）は日清製

粉㈱の特約店であります。なお、石川㈱は日清製粉㈱に包装資材の販売も行っております。 

 また、カナダのロジャーズ・フーズ㈱（連結子会社）及びタイの日清ＳＴＣ製粉㈱（連結子会

社）は、小麦粉の製造を行い、北米及びアジアにて販売を行っております。フォーリーブズ㈱（持

分法適用会社）はシンガポールを中心にベーカリーの経営を行っております。 

(2）食品事業 

 日清フーズ㈱（連結子会社）はプレミックス等を製造・販売し、日清製粉㈱から仕入れる家庭用

小麦粉、外部の取引先から仕入れる冷凍食品等の加工食品を販売しております。マ・マーマカロニ

㈱（連結子会社）は日清製粉㈱が製造する小麦粉を主原料として、パスタを製造し、日清フーズ㈱

が販売しております。イニシオフーズ㈱（連結子会社）は惣菜・冷凍食品の製造・販売及びデパー

ト等の直営店舗の経営を行っております。大山ハム㈱（連結子会社）は食肉加工品の製造・販売を

行っております。 

 アメリカのメダリオン・フーズ・インク（連結子会社）はパスタ、タイのタイ日清製粉㈱（連結

子会社）はパスタソース・冷凍食品の製造を行い、主として日清フーズ㈱が輸入・販売をしており

ます。タイのタイ日清テクノミック㈱（連結子会社）はプレミックスの製造を行い、東南アジアに

て販売しております。中国の新日清製粉食品（青島）有限公司（連結子会社）はプレミックスの製

造を行い、中国にて販売しております。中国の日清製粉東酵（上海）商貿有限公司（連結子会社、

平成23年３月31日をもって東酵（上海）商貿有限公司より商号変更）はベーカリーミックス、製パ

ン改良剤等のベーカリー顧客向け商材を中国にて販売しております。 

 オリエンタル酵母工業㈱（連結子会社）は製菓・製パン用資材、生化学製品等の製造・販売及び

ライフサイエンス事業を行っております。 

 日清ファルマ㈱（連結子会社）は健康食品・医薬品等を製造・販売しております。 

(3）その他事業 

 日清ペットフード㈱（連結子会社）はペットフードを製造・販売しております。 

 日清エンジニアリング㈱（連結子会社）は穀類・食品・化学製品等の生産加工設備の設計・工事

の請負・監理、粉体機器の製作・販売及び粉体加工事業を行っており、一部当社グループの工事の

請負等をしております。 

 ㈱ＮＢＣメッシュテック（連結子会社）はメッシュクロス及び成形フィルターの製造・販売を行

っております。 

 日清丸紅飼料㈱（持分法適用会社）は配合飼料を製造・販売しております。 

 日本ロジテム㈱（持分法適用会社）は貨物自動車運送事業・倉庫業等を営んでおり、一部当社グ

ループ製品の輸送・保管を行っております。日清サイロ㈱（連結子会社）、阪神サイロ㈱（持分法

適用会社）及び千葉共同サイロ㈱（持分法適用会社）は穀物の荷役保管業務を行っております。信

和開発㈱（連結子会社）はスポーツ施設の経営をしております。 

以上の当社グループの状況について、事業系統図を示すと次のとおりであります。 



  

 ※ 日清製粉東酵（上海）商貿有限公司は、平成23年３月31日をもって、東酵（上海）商貿有限公司が商号を変更した

ものであります。 



関係会社の状況 

 （注）１．日清製粉㈱、日清フーズ㈱、オリエンタル酵母工業㈱、日清ファルマ㈱、㈱ＮＢＣメッシュテック、日清Ｓ

ＴＣ製粉㈱およびＰ．Ｔ．ＮＢＣインドネシアは特定子会社であります。なお、日清ＳＴＣ製粉㈱および

Ｐ．Ｔ．ＮＢＣインドネシアは、（連結子会社）その他に含まれております。 

２．国内の証券市場に上場している会社は次のとおりであります。 

名    称 住  所 資本金 主要な事業の内容 

（連結子会社）   百万円   

日清製粉㈱ 東京都千代田区  14,875 小麦粉、プレミックスの製造・販売 

日清フーズ㈱ 東京都千代田区  5,000 パスタ類、家庭用小麦粉、冷凍食品等の販売、 

プレミックスの製造・販売 

マ・マーマカロニ㈱ 栃木県宇都宮市  350 パスタの製造・販売 

イニシオフーズ㈱ 東京都千代田区  487 惣菜・冷凍食品の製造・販売、 

デパート等の直営店舗の経営 

オリエンタル酵母工業㈱ 東京都板橋区  2,617 製菓・製パン用資材、生化学製品等の製造・販売及び 

ライフサイエンス事業 

日清ファルマ㈱ 東京都千代田区  2,689 健康食品・医薬品等の製造・販売 

日清ペットフード㈱ 東京都千代田区  1,315 ペットフードの製造・販売 

日清エンジニアリング㈱ 東京都中央区  107 食品生産設備等の設計・工事請負・監理及び粉体機器の 

販売 

㈱ＮＢＣメッシュテック 東京都日野市  1,992 メッシュクロス、成形フィルターの製造・販売 

その他  30社       

（持分法適用会社）       

日清丸紅飼料㈱ 東京都中央区  5,500 配合飼料の製造・販売 

日本ロジテム㈱ 東京都品川区  3,145 貨物自動車運送事業・倉庫業等 

その他  ７社       

持分法適用会社 … 日本ロジテム㈱ （ジャスダック） 



３．経営方針 

(1）経営の基本方針 

 当社グループは「信を万事の本と為す」と「時代への適合」を社是とし、「健康

で豊かな生活づくりに貢献する」ことを企業理念として、事業を進め業容の拡大を

図ってまいりました。また、グループ各社は「健康」を常に念頭においた商品やサ

ービスの提供に努め、「信頼」を築き上げる決意をこめて「健康と信頼をお届けす

る」をコーポレートスローガンとしております。 

 これらの基本的な理念を踏まえて、当社は日清製粉グループの持株会社として長

期的な企業価値の極大化を経営の基本方針とし、コア事業と成長事業へ重点的に資

源配分を行いつつグループ経営を展開しております。 

 また、内部統制システムへの取組み、コンプライアンスの徹底、食品安全、環境

保護、社会貢献活動等の社会的責任を果たしつつ自己革新を進め、株主、顧客、取

引先、社員、社会等の各ステークホルダーから積極的に支持されるグループである

べく努力を重ねております。 

  

(2）中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標 

 国内においては、各事業で高付加価値製品の開発及び販売拡大により収益向上に

努めるとともに、生産現場を含め全社的な効率運営を推進いたします。また、原料

小麦価格をはじめ各種原材料の調達コストの変動に関しましては、お客様及びご関

係の皆様のご理解を頂きながら、各事業において製品価格改定を実施してまいりま

す。 

 製粉事業においては一層の出荷伸長と、生産性の向上を始めとするコスト競争力

強化の推進に取り組み、激変する製粉業界における競争優位を更に強靭なものとし

ます。食品事業は独自性があり、お客様の要望に応えた商品の開発によって更なる

出荷伸長を図るとともに、コスト競争力強化を更に進め事業収益基盤を強化しま

す。 

 同時に、品質保証体制のより一層の充実に向けた取組みを継続し、常に安全な製

品をお届けし、お客様に安心していただけるよう更なる努力を重ねて行きます。 

 海外においては、更なる成長のため拠点の拡大を進めてまいりましたが、今後も

海外事業展開に積極的に注力し、スピードアップを図ります。 

 これらの戦略の遂行により長期・継続的な１株当たり利益（ＥＰＳ）の成長を目

指すとともに、売上高、経常利益・純利益、自己資本利益率（ＲＯＥ）の向上によ

り、長期的なグループ価値の極大化を図ってまいります。 

  

(3）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、「世界一の製粉事業」、「成長する加工食品事業」そして「将

来性の期待できる健康・バイオ事業」をコア事業として経営資源を投入し、存在感

のあるその他事業を含めて発展する企業集団であるべく経営に努めております。 

 また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、東日本だけでなく、日

本の社会全体に長期間にわたり大きな影響を及ぼすものと思われます。本年におき



ましては、夏場の電力不足や原材料の調達難等厳しい環境が継続するものと思われ

ますが、国民の主要食糧である小麦粉等の安定供給を確保し、各事業において安全

な製品を供給するという使命を果たしてまいります。また、社会の一員として、被

災地の復興支援を始め、社会的な要請に応えてまいります。 

  

① 各事業の経営戦略 

 製粉事業におきましては、国内における圧倒的な競争優位を更に確固たるものと

していくため、お客様のニーズをとらえた新製品の提案など新たな市場創造へ向け

てマーケティング施策を強化し、シェアアップを実現してまいります。また、規模

が小さく生産コストが他の工場と比べ割高となっていた北海道の北見工場を昨年 

１１月に閉鎖し、本年１月には、最適な立地への生産集約による生産性向上を実現

するため、福岡市中央区の須崎埠頭に平成２６年春に新工場を建設し、同時に鳥

栖、筑後の両工場を閉鎖することを決定するなど、生産体制の効率化や生産性の向

上を進め、ローコストオペレーションを推進してまいります。 

 加工食品事業におきましては、当社の独自技術を活用した新製品の積極的な投入

や業務用プレミックスなどの成長分野における拡大を図るとともに、トップシェア

を有する各アイテムにつきましても、更なるシェア拡大に向け取組みを加速してま

いります。 

 また、健康志向の高まりと高齢化の進展により、今後市場の成長が見込まれる健

康・バイオ事業を、製粉、加工食品事業と並ぶ当社グループのコア事業として育て

上げるべく注力いたします。酵母・バイオ事業を担うオリエンタル酵母工業㈱につ

きましては、無限の可能性を秘めた「酵母」を事業の原点として“技術立社”を目

指し、人々の生命と健康を支える新たな製品・技術開発に挑戦いたします。特に当

社グループのバイオ研究戦略につきましては、同社が中核となって様々な分野での

成果の実現を目指します。健康食品事業を展開する日清ファルマ㈱におきまして

は、市場環境を踏まえた製造、販売体制の整備を進めるとともに、科学的根拠を重

視した特長ある健康食品メーカーとして、新素材の探究、新製品開発・上市、効果

的な広告宣伝施策に注力し、消費者向け製品の拡販を図ります。 

 また、ペットフード、エンジニアリング、メッシュクロス事業などその他事業に

つきましては、各業界において存在感のある事業群として成長を図ってまいりま

す。 

 なお、当社は連結子会社であるオリエンタル酵母工業㈱及び㈱ＮＢＣメッシュテ

ックにつきまして、当社グループ全体として効率的かつ最適なグループ経営を実践

し、長期的な企業価値の更なる向上を図るため、当社の１００％子会社としまし

た。今後、グループ各社との連携を強化し、当社グループ全体として、より一層の

事業強化を推進してまいります。  

  

② 国際化戦略 

 人口減少過程に入った国内市場に対し、更なる成長を求めるためのグローバルな

展開につきましては、点から線、線から面への広がりのスピードを速めてまいりま



す。これまでグループ内に蓄積した技術等を活用し、グループを挙げて海外におけ

る事業拡大を推進し、存在感のある海外事業を実現していきます。 

 既存ビジネスについては、タイでプレミックス事業を行っているタイ日清テクノ

ミック㈱及びカナダで製粉事業を行っているロジャーズ・フーズ㈱において、昨

年、生産能力増強工事を行いましたが、両社とも順調に出荷を伸ばしており、今後

さらなる事業拡大を目指してまいります。一方、新規ビジネスの開拓についても、

製粉、食品など当社グループの強みを活かした領域で、自社単独又は他社とのアラ

イアンスの両面から投資を実行に移すように取組みを進めております。昨年は、経

済成長の著しいアジアにおいてベーカリー顧客向け事業推進のため、フランスのユ

ーロジャーム社に一部出資するとともに、アジアにおけるパン品質改良剤等の事業

に関する業務提携を行いました。今後、同社との取り組みを推進し、事業拡大を図

ってまいります。 

  

③ 研究開発戦略、コスト戦略 

 当社グループは既存事業にプラスする次世代新製品・新ビジネスモデルの創出に

取り組んでおります。新製品開発につきましては、新規性、独自性があり、お客様

から支持を得られる高い付加価値を持った次世代新製品を継続的に開発してまいり

ます。研究面においては、重点研究領域を明確にするとともに、事業戦略に即した

研究テーマの設定など、研究成果の実用化、事業化推進のための効果的な仕組みの

構築を行い、効率化、スピード化を図っていきます。平成２３年度につきまして

は、新製品、新技術開発を加速するため、研究開発費を増額することとしておりま

す。 

 また、今後も大きく変動が想定される原・燃料相場に対応し、生産コスト、調達

コストの低減によるコスト構造の見直しを進めるとともに、変動するコストに適切

に対応した利益確保ができる事業基盤を構築してまいります。 

  

④ 麦政策の改革に向けた取組み 

 ＷＴＯ農業交渉やＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）を含む各国とのＦＴＡ

（自由貿易協定）・ＥＰＡ（経済連携協定）の進展は当初想定より遅れているもの

の、その決着内容によっては当社グループの製粉、加工食品事業を始めとする小麦

粉関連業界に大きな影響が及ぶことが予想されます。一方、国内の麦政策におきま

しても、輸入小麦の政府売渡価格に相場連動制が導入されて以降、国際小麦相場等

の変動に伴い、輸入小麦の政府売渡価格が改定されてきましたが、これらを受け、

それぞれ製品価格の改定を実施しております。また、昨年１０月には輸入小麦の売

渡について、政府が一定期間保有する備蓄方式を変更し、輸入された小麦を直ちに

販売する即時販売方式が導入されました。当社グループは、従来以上にスピードを

上げて構造改善や国際化戦略に取り組む等グローバル競争に耐え得る強固な企業体

質構築に努力を重ねてまいります。 

  



⑤ 企業の社会的責任への取組み 

 これらの経営戦略を着実に推進する一方、当社グループは、従前より社会にとっ

て真に必要な企業グループであり続けるべく、グループ全体の各ステークホルダー

に対する基本姿勢、具体的活動の検討及び推進を目的に社会委員会を設置し、企業

活動全般において企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たしてまいりました。すなわ

ち、当社及びグループ各社は適法かつ適切な事業活動を推進するためコンプライア

ンスの徹底に注力するとともに、品質管理体制を強化し、トレーサビリティーの確

保と消費者視点からの品質保証体制の確立を図り、併せて廃棄物の削減やＣＯ2排出

量の削減等、環境保全活動を推進しております。当社グループのＣＳＲ活動は、経

営の最重要課題の１つと明確に位置付けられ、グループ全社に徹底しているなどそ

の運営体制や継続的な取組み、開示姿勢等が外部の評価機関、報道機関等から高い

評価をいただいております。 

品質保証体制につきましては、当社グループでは原料調達から製造、販売までの

すべての過程において高品質で安全な製品をお届けするために様々な取組みを実践

し、そのために必要とされる経費投入を継続しております。また、当社は、消費者

の皆様の意識や、社会の潮流などを的確に見極め、グループとして備えるべき事項

や対策を適時、適切に指示する役割を担うＣＲ室がグループ各社と連携し、消費者

の皆様の声やニーズ、消費者行政関連の情報を積極的に収集し、当社グループとし

て消費者の皆様への対応の充実を図っております。 

 地球温暖化の防止に向けたＣＯ2排出量削減につきましては、「京都議定書目標達

成計画」に沿い、目標年度として設定した平成２２年度に、平成２年度比で 

８．６％削減する自主目標を達成いたしました。平成２３年度以降のＣＯ2排出量に

つきましては、電力関係等、現時点で不確実な要因がありますが、状況を見極め、

引き続き必要な施策を実行してまいります。また、当初、事業場ごとに取得してい

た環境マネジメントシステムの国際規格ＩＳＯ１４００１認証を、平成２０年９月

に当社グループとして一括取得しております。 

 さらに、当社グループは広く社会貢献活動に取り組んでおり、ＷＦＰ（国連世界

食糧計画）活動を支援しております。 

 また、内部統制につきましては、金融商品取引法により求められる範囲を超え、

当社グループ全体において広く内部統制システムの再構築を行い、専任組織による

モニタリングを実施するとともに引き続きその維持、改善に努めております。 

 当社はこのような企業の社会的責任への取組みを今後とも継続してその責任を果

たしてまいります。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 69,871 57,938

受取手形及び売掛金 56,480 57,919

有価証券 21,648 24,744

たな卸資産 注1  37,442 注1  43,059

繰延税金資産 5,262 5,692

その他 6,189 6,182

貸倒引当金 △288 △323

流動資産合計 196,606 195,213

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 注2,3,5  44,983 注2,3,5  43,253

機械装置及び運搬具（純額） 注2,3,5  30,806 注2,3,5  28,438

土地 注5  33,167 注5  34,098

建設仮勘定 1,949 1,658

その他（純額） 注2  3,251 注2,5  3,007

有形固定資産合計 114,158 110,456

無形固定資産 3,827 3,756

投資その他の資産   

投資有価証券 注4  72,325 注4  69,597

長期貸付金 70 54

繰延税金資産 3,056 3,250

その他 注4  6,425 注4  7,241

貸倒引当金 △152 △153

投資その他の資産合計 81,725 79,991

固定資産合計 199,710 194,204

資産合計 396,317 389,418



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 22,274 36,634

短期借入金 注5  2,864 注5  2,866

未払法人税等 7,708 4,992

未払費用 14,007 15,418

その他 15,282 14,517

流動負債合計 62,137 74,429

固定負債   

長期借入金 271 145

繰延税金負債 12,657 11,371

退職給付引当金 9,113 9,360

役員退職慰労引当金 337 400

修繕引当金 1,504 1,570

長期預り金 5,486 5,492

その他 1,582 1,398

固定負債合計 30,953 29,739

負債合計 93,090 104,168

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,117 17,117

資本剰余金 9,448 9,450

利益剰余金 230,661 239,380

自己株式 △3,187 △3,171

株主資本合計 254,040 262,776

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20,303 18,205

繰延ヘッジ損益 105 99

為替換算調整勘定 △1,693 △2,281

その他の包括利益累計額合計 18,715 16,023

新株予約権 83 138

少数株主持分 30,388 6,311

純資産合計 303,226 285,249

負債純資産合計 396,317 389,418



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 443,728 424,156

売上原価 306,675 285,700

売上総利益 137,053 138,455

販売費及び一般管理費 110,476 113,120

営業利益 26,576 25,335

営業外収益   

受取利息 301 215

受取配当金 1,068 1,344

持分法による投資利益 946 591

受取賃貸料 337 342

その他 425 373

営業外収益合計 3,078 2,866

営業外費用   

支払利息 89 71

為替差損 － 89

その他 238 201

営業外費用合計 327 362

経常利益 29,327 27,839

特別利益   

固定資産売却益 43 1,193

投資有価証券売却益 1,027 24

負ののれん発生益 － 2,643

関係会社清算益 157 203

事業譲渡益 240 －

その他 10 53

特別利益合計 1,479 4,117

特別損失   

固定資産除却損 829 574

投資有価証券評価損 － 1,440

減損損失 － 注1  3,090

震災による損失 － 972

生産体制改善関連費用 487 －

その他 185 65

特別損失合計 1,502 6,142

税金等調整前当期純利益 29,304 25,815

法人税、住民税及び事業税 11,786 10,889

法人税等調整額 △798 △441

法人税等合計 10,988 10,448

少数株主損益調整前当期純利益 － 15,367

少数株主利益 1,476 1,179

当期純利益 16,839 14,187



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 15,367

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △2,148

繰延ヘッジ損益 － △12

為替換算調整勘定 － △598

持分法適用会社に対する持分相当額 － △103

その他の包括利益合計 － 注2  △2,863

包括利益 － 注1  12,503

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 11,495

少数株主に係る包括利益 － 1,008



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 17,117 17,117

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,117 17,117

資本剰余金   

前期末残高 9,446 9,448

当期変動額   

自己株式の処分 2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 9,448 9,450

利益剰余金   

前期末残高 218,543 230,661

当期変動額   

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 16,839 14,187

当期変動額合計 12,117 8,719

当期末残高 230,661 239,380

自己株式   

前期末残高 △3,177 △3,187

当期変動額   

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 97 97

当期変動額合計 △9 15

当期末残高 △3,187 △3,171

株主資本合計   

前期末残高 241,930 254,040

当期変動額   

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 16,839 14,187

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 99 98

当期変動額合計 12,110 8,736

当期末残高 254,040 262,776



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 17,220 20,303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,082 △2,097

当期変動額合計 3,082 △2,097

当期末残高 20,303 18,205

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 43 105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 61 △5

当期変動額合計 61 △5

当期末残高 105 99

為替換算調整勘定   

前期末残高 △2,153 △1,693

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 459 △588

当期変動額合計 459 △588

当期末残高 △1,693 △2,281

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 15,111 18,715

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,603 △2,692

当期変動額合計 3,603 △2,692

当期末残高 18,715 16,023

新株予約権   

前期末残高 38 83

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44 55

当期変動額合計 44 55

当期末残高 83 138

少数株主持分   

前期末残高 29,014 30,388

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,374 △24,076

当期変動額合計 1,374 △24,076

当期末残高 30,388 6,311

純資産合計   

前期末残高 286,094 303,226

当期変動額   

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 16,839 14,187

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 99 98

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,022 △26,713

当期変動額合計 17,132 △17,977

当期末残高 303,226 285,249



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 29,304 25,815

減価償却費 14,998 13,681

減損損失 － 3,090

退職給付引当金の増減額（△は減少） 524 248

前払年金費用の増減額（△は増加） △132 △796

受取利息及び受取配当金 △1,369 △1,559

支払利息 89 71

持分法による投資損益（△は益） △946 △591

投資有価証券売却損益（△は益） △1,018 △24

負ののれん発生益 － △2,643

売上債権の増減額（△は増加） 828 △1,562

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,482 △5,736

仕入債務の増減額（△は減少） △265 14,430

その他 4,369 2,191

小計 54,864 46,615

利息及び配当金の受取額 1,690 1,959

利息の支払額 △97 △75

法人税等の支払額 △8,973 △13,643

営業活動によるキャッシュ・フロー 47,484 34,856

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △117,597 △71,602

定期預金の払戻による収入 89,833 92,192

有価証券の取得による支出 △12,173 △23,645

有価証券の売却による収入 800 21,916

有形及び無形固定資産の取得による支出 △13,936 △12,425

有形及び無形固定資産の売却による収入 △246 1,466

投資有価証券の取得による支出 △827 △2,319

投資有価証券の売却による収入 1,504 74

関係会社株式の取得による支出 － △21,881

長期貸付けによる支出 △2 △6

長期貸付金の回収による収入 8 21

その他 244 141

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,393 △16,067

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △196 △105

長期借入金の返済による支出 △1 △13

自己株式の売却による収入 99 98

自己株式の取得による支出 △106 △81

配当金の支払額 △4,722 △5,468

その他 △756 △803

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,684 △6,373

現金及び現金同等物に係る換算差額 229 △302

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,364 12,112

現金及び現金同等物の期首残高 40,339 29,975

現金及び現金同等物の期末残高 29,975 42,087



  該当事項はありません。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社……39社 

・主要会社名：日清製粉㈱、日清フーズ㈱、マ・マーマカロニ㈱、イニシオフーズ㈱、オリエンタル酵母工業㈱、

日清ファルマ㈱、日清ペットフード㈱、日清エンジニアリング㈱、㈱ＮＢＣメッシュテック 

・子会社のうち㈱日清経営技術センター他４社は連結の範囲に含まれておりません。これらの非連結子会社は総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等の観点からみて、いずれもそれぞれ小規模であり、全体としても連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社……９社（非連結子会社１社、関連会社８社） 

・主要会社名：日清丸紅飼料㈱、日本ロジテム㈱ 

・持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社７社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がありません。 

(2）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。 

  （会計方針の変更）  

   当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持

分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響及びセグメント情報に与える影響はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 決算日が連結決算日と異なる連結子会社は次のとおりであります。いずれの会社も連結決算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券…償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

② デリバティブ………時価法 

③ たな卸資産…………製品：小麦粉、ふすまについては売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)、その他の製品については主として総平均法に

よる原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

原料：主として先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法) 

   （会計方針の変更） 

   平成22年10月より、輸入小麦について、国が輸入後直ちに製粉企業に販売する即時販

売方式が導入され、当社の原料小麦在庫数量は導入前に比べ大幅に増加しました。こ

のような状況において、国からの原料小麦売渡価格が改定されると、入庫価格と当社

が採用する移動平均法による在庫評価額との乖離が長期的に発生することとなりま

す。即時販売方式導入後の状況を踏まえ、導入以降、管理方法の検討を行っておりま

したが、現行の売渡方式の下では、先入先出法が、より適正に棚卸資産の状況を表示

できるとの結論に至ったため、原料の評価方法を、主として移動平均法から主として

先入先出法に変更することといたしました。 

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

会社名   決算日

ロジャーズ・フーズ㈱   １月31日 

タイ日清製粉㈱他12社   12月31日 



   なお、この変更による損益に与える影響及びセグメント情報に与える影響は軽微であ

ります。また、変更後の方法で処理した場合における当連結会計年度の各四半期連結

財務諸表等に与える影響は軽微であります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）…当社及び国内連結子会社は主として定率法によっております。但し、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

在外連結子会社は主として定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。

③ リース資産………………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計

基準」（平成19年３月30日改正）の適用初年度開始前（平成20年３月31日

以前）の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は、金銭債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。ま

た、在外連結子会社は、主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤務債務は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額を費用処理することとしております。数理計

算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額を主と

してそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社のうち９社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計は、繰延ヘッジ処理によっております。但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引及び通貨コールオプションの買建取引） 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

③ ヘッジ対象の範囲内で、将来の為替相場の変動によるリスクを回避する目的でのみヘッジ手段を利用する方針で

あります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動を完

全に相殺するものと想定することができるため、高い有効性があるとみなしております。 

(5) のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんは、原則として発生日以後５年間で均等償却を行っております。但し、少額な場合は発生年度に償却する方

法によっております。 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

(7）消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 



（会計方針の変更） 

１．当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

２．当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部

改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適

用しております。これにより、連結子会社の資産及び負債の評価について部分時価評価法から全面時価評価法に変

更しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響及びセグメント情報に与える影響はありません。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

３．国庫補助金等の交付により取得した有形固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 

４．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。 

(7)注記事項

（連結貸借対照表関係）

１．たな卸資産の内訳       

    前連結会計年度 当連結会計年度 

  商品及び製品 百万円 22,048 百万円 21,897

  仕掛品 百万円 2,778 百万円 2,602

  原材料及び貯蔵品 百万円 12,616 百万円 18,559

２．有形固定資産の減価償却累計額     

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  百万円 217,246 百万円 225,819

  前連結会計年度 当連結会計年度 

当連結会計年度取得の有形固定資産の圧縮記帳額 百万円 97 百万円 －

有形固定資産の圧縮記帳累計額 百万円 360 百万円 359

  前連結会計年度 当連結会計年度 

投資有価証券  百万円 16,382 百万円 16,416

そ   の   他   百万円 115 百万円 125

５．担保資産         

      前連結会計年度 当連結会計年度 

  担保資産 建   物 百万円 1,293 百万円 1,261

    機械装置等 百万円 602 百万円 688

    土   地 百万円 92 百万円 92

  担保付債務 短期借入金 百万円 200 百万円 200

６．保証債務     

  前連結会計年度 当連結会計年度 

  百万円 990 百万円 768



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

１．減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生  

み出す最小の単位によって、資産のグルーピングを行っております。 

 上記事業用資産および賃貸用資産は、当該資産から得られる回収可能価額が帳簿価額を下回るため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（事業用資産2,410百万円、賃貸用資産475百万円）として特別損

失に計上しております。事業用資産の減損損失の内訳は、建物及び構築物1,293百万円、機械装置及び運搬具324百

万円、土地499百万円、その他292百万円であり、賃貸用資産については、建物及び構築物158百万円、土地316百万

円であります。 

また、上記遊休資産は、市場価額が著しく下落しているため、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

204百万円として特別損失に計上しております。遊休資産の減損損失の内訳は、建物及び構築物１百万円、土地202

百万円であります。 

上記資産グループの回収可能価額は、使用価値（割引率は、主として５％）または正味売却価値（不動産鑑定評

価額等により評価）により測定しております。 

  

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結損益計算書関係）

場所 用途 種類 

埼玉県熊谷市 他 
事業用資産 

（食品事業） 

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、

土地 他 

兵庫県神戸市 他 賃貸用資産 建物及び構築物、土地 

兵庫県篠山市 他 遊休資産 建物及び構築物、土地 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 20,443百万円

少数株主に係る包括利益 1,853 

計 22,297 

その他有価証券評価差額金 3,120百万円

繰延ヘッジ損益 68 

為替換算調整勘定 

持分法適用会社に対する持分相当額  

714 

77  

計 3,981 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数の内訳 

 単元未満株式の買取りによる増加                88千株  

２．普通株式の自己株式の減少株式数の内訳 

 単元未満株式の売却による減少                  6千株 

 ストック・オプションの権利行使による減少           85千株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

   平成21年６月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,236百万円 

    ② １株当たり配当額           ９円 

    ③ 基準日      平成21年３月31日 

    ④ 効力発生日    平成21年６月26日 

   平成21年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,485百万円 

    ② １株当たり配当額           10円 

    ③ 基準日      平成21年９月30日 

    ④ 効力発生日    平成21年12月４日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   平成22年６月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,982百万円 

    ② 配当の原資       利益剰余金 

        ③ １株当たり配当額            12円 

    ④ 基準日      平成22年３月31日 

    ⑤ 効力発生日    平成22年６月28日 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株）

  
前連結会計年度末

株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

 発行済株式        

   普通株式  251,535  －  －  251,535

 自己株式         

   普通株式  3,063  88  92  3,059

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
 －  83

合  計  －  83



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （注）１．普通株式の自己株式の増加株式数の内訳 

 単元未満株式の買取りによる増加                77千株 

２．普通株式の自己株式の減少株式数の内訳 

 単元未満株式の売却による減少                 10千株 

 ストック・オプションの権利行使による減少           81千株 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

   平成22年６月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,982百万円 

    ② １株当たり配当額           12円 

    ③ 基準日      平成22年３月31日 

    ④ 効力発生日    平成22年６月28日 

   平成22年10月29日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,485百万円 

    ② １株当たり配当額           10円 

    ③ 基準日      平成22年９月30日 

    ④ 効力発生日    平成22年12月３日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   平成23年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。 

   ・普通株式の配当に関する事項 

    ① 配当金の総額     2,485百万円 

    ② 配当の原資       利益剰余金 

        ③ １株当たり配当額            10円 

    ④ 基準日      平成23年３月31日 

    ⑤ 効力発生日    平成23年６月29日 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：千株）

  
前連結会計年度末

株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末
株式数 

 発行済株式        

   普通株式  251,535  －  －  251,535

 自己株式         

   普通株式  3,059  77  91  3,045

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高 
（百万円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
 －  138

合  計  －  138



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

    前連結会計年度   当連結会計年度 

    （22.3.31）   （23.3.31） 

現 金 及 び 預 金   69,871百万円   57,938百万円 

有 価 証 券   21,648    24,744  

計   91,520    82,682  

預入期間が3ヶ月を超える定期預金   △47,395    △26,799  

取得日から償還日までの期間が3ヶ月を超える債券等   △14,149    △13,795  

現金及び現金同等物期末残高   29,975    42,087  



 （注）１．事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して行っております。 

２．各事業区分の主要製品 

製 粉…小麦粉、ふすま 

食 品…プレミックス、家庭用小麦粉、パスタ、パスタソース、冷凍食品、チルド食品、 

製菓・製パン用資材、生化学製品、ライフサイエンス事業、健康食品 

その他…ペットフード、設備工事、メッシュクロス、荷役・保管 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は108,001百万円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金預金及び有価証券）及び投資有価証券であります。 

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を

超えているため記載しておりません。 

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため記載しておりません。 

（セグメント情報等）

〔事業の種類別セグメント情報〕

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） （単位：百万円）

  製 粉 食 品 そ の 他 計
消  去 
又は全社 

連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売 上 高             

(1)外部顧客に対する売上高  179,413  223,698  40,616  443,728  －  443,728

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高  20,797  537  3,096  24,431 (24,431)  －

計  200,211  224,235  43,713  468,160 (24,431)  443,728

営 業 費 用  186,600  213,842  41,505  441,948 (24,796)  417,152

営 業 利 益  13,611  10,393  2,207  26,212  364  26,576

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資   産  113,752  130,971  51,206  295,931  100,386  396,317

減価償却費  7,692  5,864  1,750  15,306 (308)  14,998

資本的支出  5,004  6,491  1,763  13,258 (472)  12,785

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕



１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメント及びその他の事業は、分離された財務情報が入手可能であり、当社の取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社グループでは、持株会社である当社が、製品・サービス別に区分した「製粉」「食品」、及びその他の

事業ごとに、グループ戦略を立案・決定し、経営資源の配分及び業績の評価を行っております。 

 したがって、当社グループでは、「製粉」「食品」の２つを報告セグメントとしております。各報告セグメ

ントの主要製品は、以下のとおりであります。 

  

製粉……小麦粉、ふすま 

食品……プレミックス、家庭用小麦粉、パスタ、パスタソース、冷凍食品、チルド食品、 

    製菓・製パン用資材、生化学製品、ライフサイエンス事業、健康食品 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。事業セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間

の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報  

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）          （単位：百万円） 

 （注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ペットフード、エンジニアリ
ング、メッシュクロス、荷役・保管事業等を含んでおります。 

    ２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。 

セグメント資産の調整額は、全社資産（90,701百万円）等であり、主に余剰運用資金（現金及び預金、有価

証券）及び投資有価証券であります。 

    ３ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。なお、従来開示しておりましたセグメント情報の事業の種類による区分方

法及び測定方法は、マネジメント・アプローチによるセグメントの区分方法及び測定方法と同一であるため、

前連結会計年度の「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報」の

記載を省略しております。 

〔セグメント情報〕

  報告セグメント
その他
（注１）

合計 
調整額 

（注２） 

連結財務諸表

計上額(注３)  
  

製粉 食品 計

売 上 高 

外部顧客への売上高  161,370  224,725  386,095  38,060  424,156 －  424,156

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 18,868  485  19,354  2,990  22,345  △22,345 － 

計  180,239  225,211  405,450  41,051  446,501  △22,345 424,156

セグメント利益  10,810  11,848  22,659  2,387  25,046  288  25,335

セグメント資産  117,592  132,920  250,512  56,544  307,057  82,361  389,418

その他の項目     

 減価償却費  6,881  5,530  12,411  1,568  13,979  △298  13,681

 持分法適用会社への投資額  1,609  177  1,787  14,262  16,049 －  16,049

 有形固定資産及び無形固定 

 資産の増加額 
 6,026  6,972  12,999  953  13,953  △348  13,605



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。 

（２）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省

略しております。 

  

２．主要な顧客ごとの情報 

                                （単位：百万円）  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

          （単位：百万円）  

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

 当社の連結子会社であるオリエンタル酵母工業㈱（「食品」セグメント）及び㈱ＮＢＣメッシュテック（「その

他」のセグメント）を100％子会社としたことに伴い、負ののれん発生益を計上しております。当該事象による負

ののれん発生益の計上額は、「食品」セグメントにかかるものが175百万円、「その他」のセグメントにかかるも

のが2,467百万円であります。  

〔関連情報〕

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

三菱商事㈱ 58,916 製粉・食品・その他 

〔報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報〕

  食品 

減損損失  3,090

〔報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報〕



繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

当連結会計年度 

（平成23年３月31日現在） 

  

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 当連結会計年度については法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため、記載を省略しております。 

  

（税効果会計関係）

繰延税金資産   

退職給付引当金 4,430百万円

賞与引当金  1,872

未払販売奨励金   1,271

投資有価証券等  1,187

固定資産減損損失  1,114

固定資産未実現損益  1,021

修繕引当金  636

減価償却費  592

たな卸資産  560

未払事業税  437

たな卸資産未実現損益       237

その他  2,387

繰延税金資産小計  15,750

繰延税金負債との相殺  △4,049

繰延税金資産の純額  11,701

評価性引当額  △2,758

繰延税金資産合計  8,943

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △12,553

固定資産圧縮積立金  △2,603

その他  △264

繰延税金負債小計  △15,421

繰延税金資産との相殺  4,049

繰延税金負債の純額  △11,372



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、今後の戦略投資等に対する待機資金及び一時的な余資については確定利回りの定期預金や有

価証券にて運用を行うこととし、売買差益を獲得する目的や投機的目的のための運用は行わない方針でありま

す。また、資金調達については短期の資金需要に関しては銀行借入により、長期の資金需要に関しては銀行借

入、社債発行及び増資等を市場の状況等を勘案した上で最適な方法により調達する方針であります。 

 投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式を取得及び保有することを原則として

おります。 

 デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、売買差益を獲得する目的や投機的目的のた

めに単独で利用することは行わない方針であります。  

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 現金及び預金は主に定期預金で運用しており、有価証券は主として債券による運用を行っておりますが、いず

れも預け入れ先または発行体の信用リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらのリスクに

関しては、当社グループ各社の内規により、運用対象資産、預け入れ先または発行体、運用期間及び預け入れ先

または発行体ごとの運用上限額等を限定することでリスクを最小化するとともに、リスクの分散を図ることとし

ております。 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社

グループ各社の内規に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期

的に把握する体制としており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や低減を図っております。 

 投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、流動性リスクに晒されておりますが、そのほとんどが１年以内の支払

期日であり、当社グループでは、各社が資金繰り計画を作成する等の方法により管理しております。 

 デリバティブ取引においては、将来の為替変動によるリスクを回避する目的で、受取手形及び売掛金、支払手

形及び買掛金を含む特定の外貨建資産、負債を対象として為替予約取引、通貨オプション取引等を利用し、ま

た、一部在外連結子会社において、将来の小麦相場の変動リスクを回避する目的で、原料小麦を対象とした商品

先物取引を利用しております。これらの取引については相場変動による一般的な市場リスクを有しております。

このリスクを低減するため、当社グループ各社の内規により対象となる実需取引を超えるものを禁じており、そ

の総額に対してデリバティブ取引を行える一定割合を定めております。なお、通貨オプション取引については、

内規により買建のコールオプションのみに限定しております。また、これらの取引については、主として為替相

場変動リスクが発生する事業会社所管部署からの指示に基づき、当社経理・財務本部が取引を行っております。

なお、一部の連結子会社は主として各社内で所管部署からの指示に基づき財務担当部署が取引を行っておりま

す。これらデリバティブ取引の管理に当たっては、当社経理・財務本部または各社の財務担当部署が毎月銀行等

よりデリバティブ取引の残高通知書を受領し、実績との一致を確認の上、当社経理・財務本部長または各社財務

担当部署担当取締役及び所管部署担当取締役に報告する等の体制を敷いております。また、当社グループのデリ

バティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関等であるため相手方の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。  

  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま

せん。 

  

（金融商品関係）



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注

２）を参照ください。）。 

 （＊） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。 

  

 （注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

  

資 産 

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  

(3）有価証券及び投資有価証券 

 株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格を時

価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注

記を参照ください。 

  

負 債 

(1）支払手形及び買掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  

デリバティブ取引 

 「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

  

  （単位：百万円）

  
連結貸借対
照表計上額 

時価 差額

(1）現金及び預金  69,871  69,871  －

(2）受取手形及び売掛金  56,480  56,480  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

① 満期保有目的の債券  1,500  1,500  －

② その他有価証券  70,807  70,807  －

資産計  198,659  198,659  －

(1）支払手形及び買掛金  22,274  22,274  －

負債計  22,274  22,274  －

デリバティブ取引（＊）  

① ヘッジ会計が適用されていないもの  (19)  (19)  －

② ヘッジ会計が適用されているもの  132  132  －

デリバティブ取引計  113  113  －



 （注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 非上場株式は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見

込まれ、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。従って、「資産(3)有価証券及び

投資有価証券」には含めておりません。 

  

 （注３） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。

  

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式  19,074

  
１年以内
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

現金及び預金  69,871  －

受取手形及び売掛金  56,480  －

有価証券及び投資有価証券  

満期保有目的の債券  1,500  －

その他有価証券のうち満期があるもの  20,089  －

合計  147,941  －



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、今後の戦略投資等に対する待機資金及び一時的な余資については確定利回りの定期預金や有

価証券にて運用を行うこととし、売買差益を獲得する目的や投機的目的のための運用は行わない方針でありま

す。また、資金調達については短期の資金需要に関しては銀行借入により、長期の資金需要に関しては銀行借

入、社債発行及び増資等を市場の状況等を勘案した上で最適な方法により調達する方針であります。 

 投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式を取得及び保有することを原則として

おります。 

 デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、売買差益を獲得する目的や投機的目的のた

めに単独で利用することは行わない方針であります。  

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 現金及び預金は主に定期預金で運用しており、有価証券は主として債券による運用を行っておりますが、いず

れも預け入れ先または発行体の信用リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらのリスクに

関しては、当社グループ各社の内規により、運用対象資産、預け入れ先または発行体、運用期間及び預け入れ先

または発行体ごとの運用上限額等を限定することでリスクを最小化するとともに、リスクの分散を図ることとし

ております。 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社

グループ各社の内規に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期

的に把握する体制としており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や低減を図っております。 

 投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、流動性リスクに晒されておりますが、そのほとんどが１年以内の支払

期日であり、当社グループでは、各社が資金繰り計画を作成する等の方法により管理しております。 

 デリバティブ取引においては、将来の為替変動によるリスクを回避する目的で、受取手形及び売掛金、支払手

形及び買掛金を含む特定の外貨建資産、負債を対象として為替予約取引、通貨オプション取引等を利用し、ま

た、一部在外連結子会社において、将来の小麦相場の変動リスクを回避する目的で、原料小麦を対象とした商品

先物取引を利用しております。これらの取引については相場変動による一般的な市場リスクを有しております。

このリスクを低減するため、当社グループ各社の内規により対象となる実需取引を超えるものを禁じており、そ

の総額に対してデリバティブ取引を行える一定割合を定めております。なお、通貨オプション取引については、

内規により買建のコールオプションのみに限定しております。また、これらの取引については、主として為替相

場変動リスクが発生する事業会社所管部署からの指示に基づき、当社経理・財務本部が取引を行っております。

なお、一部の連結子会社は主として各社内で所管部署からの指示に基づき財務担当部署が取引を行っておりま

す。これらデリバティブ取引の管理に当たっては、当社経理・財務本部または各社の財務担当部署が毎月銀行等

よりデリバティブ取引の残高通知書を受領し、実績との一致を確認の上、当社経理・財務本部長または各社財務

担当部署担当取締役及び所管部署担当取締役に報告する等の体制を敷いております。また、当社グループのデリ

バティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い金融機関等であるため相手方の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。  

  

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま

せん。 

  



２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注

２）を参照ください。）。 

 （＊） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で示しております。 

  

 （注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

  

資 産 

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  

(3）有価証券及び投資有価証券 

 株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格を時

価としております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注

記を参照ください。 

  

負 債 

(1）支払手形及び買掛金 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  

デリバティブ取引 

 「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

  

  （単位：百万円）

  
連結貸借対
照表計上額 

時価 差額

(1）現金及び預金 57,938 57,938  －

(2）受取手形及び売掛金 57,919 57,919  －

(3）有価証券及び投資有価証券  

① 満期保有目的の債券 2,000 2,000  －

② その他有価証券 71,026 71,026  －

資産計 188,884 188,884  －

(1）支払手形及び買掛金 36,634 36,634  －

負債計 36,634 36,634  －

デリバティブ取引（＊）  

① ヘッジ会計が適用されていないもの 7 7  －

② ヘッジ会計が適用されているもの 114 114  －

デリバティブ取引計 121 121  －



 （注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 非上場株式は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見

込まれ、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。従って、「資産(3)有価証券及び

投資有価証券」には含めておりません。 

  

 （注３） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

  

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 18,773 

  
１年以内
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

現金及び預金 57,938  －

受取手形及び売掛金 57,919  －

有価証券及び投資有価証券  

満期保有目的の債券 2,000  －

その他有価証券のうち満期があるもの 22,749  －

合計 140,607  －



  前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券（平成22年３月31日） 

  

２．その他有価証券（平成22年３月31日） 

 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額5,283百万円）については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・ 

    フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれ、時価を把握することが極めて困難と認められること 

    から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

  

（有価証券関係）

  

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  1,500  1,500  －

小計  1,500  1,500  －

合計  1,500  1,500  －

  

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式  46,302  10,502  35,799

② 債券  

国債・地方債等  502  502  0

社債  1,921  1,921  0

その他  －  －  －

③ その他  －  －  －

小計  48,726  12,926  35,799

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 株式  4,356  5,600  △1,243

② 債券  

国債・地方債等  11,182  11,184  △1

社債  3,541  3,542  △1

その他  －  －  －

③ その他  3,000  3,000  －

小計  22,080  23,327  △1,246

合計  70,807  36,254  34,552



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式  1,505  1,028  9



 当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券（平成23年３月31日） 

  

２．その他有価証券（平成23年３月31日） 

 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額4,899百万円）については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・ 

    フローを見積るには過大なコストを要すると見込まれ、時価を把握することが極めて困難と認められること 

    から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。  

  

  

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

小計  －  －  －

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  2,000  2,000  －

小計  2,000  2,000  －

合計  2,000  2,000  －

  

連結貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

① 株式  42,187  10,537  31,649

② 債券  

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

③ その他  －  －  －

小計  42,187  10,537  31,649

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

① 株式  6,094  6,811  △716

② 債券  

国債・地方債等  22,744  22,746  △1

社債  －  －  －

その他  －  －  －

③ その他  －  －  －

小計  28,839  29,557  △718

合計  71,026  40,095  30,931



３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

４．減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、有価証券について1,440百万円（その他有価証券の株式1,440百万円）の減損処理を 

   行っております。 

種類 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式  74  24  －



前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1）通貨関連 

 （注）時価の算定方法 当該先物相場の終値及び取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

  

(2）商品関連 

 （注）時価の算定方法 当該先物相場の終値に基づき算定しております。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1）通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。  

（デリバティブ取引関係）

区分 取引の種類 
契約額等   時価  評価損益  

（百万円） うち１年超 （百万円） （百万円） 

市場取引 
通貨先物取引  

買建 カナダドル  612  －  △8  △8

市場取引以外の取引 

為替予約取引  

売建 米ドル  169  －  △5  △5

買建 米ドル  194  －  △0  △0

   ユーロ  54  －  △2  △2

   日本円  18  －  △0  △0

合計  1,049  －  △16  △16

区分 取引の種類 
契約額等   時価  評価損益  

（百万円） うち１年超 （百万円） （百万円） 

市場取引 

商品先物取引  

売建 小麦  57  －  5  5

買建 小麦  83  －  △7  △7

合計  141  －  △2  △2

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主なヘッジ 契約額等   時価  

対象 （百万円） うち１年超 （百万円） 

原則的処理方法 

為替予約取引 

買掛金 

 

買建  

米ドル  2,079  －  76

タイバーツ  918  －  72

ユーロ  890  －  △28

カナダドル  34  －  3

オプション取引  

買建 コール  

米ドル  7  －  8

為替予約等の振当処理 

為替予約取引 

買掛金 

 

買建  

米ドル  112  －  －

ユーロ  258  －  －

合計    4,301  －  132



当連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1）通貨関連 

 （注）時価の算定方法 当該先物相場の終値及び取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

  

(2）商品関連 

 （注）時価の算定方法 当該先物相場の終値に基づき算定しております。 

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1）通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。  

区分 取引の種類 
契約額等   時価  評価損益  

（百万円） うち１年超 （百万円） （百万円） 

市場取引 
通貨先物取引  

買建 カナダドル  467  －  7  7

市場取引以外の取引 

為替予約取引  

売建 米ドル  148  －  △1  △1

買建 米ドル  439  －  △1  △1

   ユーロ  23  －  0  0

   日本円  1  －  0  0

合計  1,080  －  5  5

区分 取引の種類 
契約額等   時価  評価損益  

（百万円） うち１年超 （百万円） （百万円） 

市場取引 

商品先物取引  

売建 小麦  7  －  △0  △0

買建 小麦  188  －  2  2

合計  195  －  1  1

ヘッジ会計の方法 取引の種類 
主なヘッジ 契約額等   時価  

対象 （百万円） うち１年超 （百万円） 

原則的処理方法 

為替予約取引 

買掛金 

 

買建  

米ドル  2,965  －  46

タイバーツ  1,340  －  25

ユーロ  338  －  18

カナダドル  70  －  2

オプション取引  

買建 コール  

米ドル  11  －  20

為替予約等の振当処理 

為替予約取引 

買掛金 

 

買建  

米ドル  78  －  －

ユーロ  227  －  －

合計    5,031  －  114



１．採用している退職給付制度の概要 

 主として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、当社及び一部の国内連結子会社は退職給

付信託を設定しております。 

 なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。 

 （注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

     

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(イ）勤務費用に計上しております。 

  

 （注）１ 各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額を主としてそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

２ 各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法により按分した額を費用処理する

こととしております。 

（退職給付関係）

２．退職給付債務に関する事項 前連結会計年度 当連結会計年度 

  （22.３.31） （23.３.31） 

  (イ）退職給付債務 百万円△45,915 百万円△45,290

  (ロ）年金資産  37,803  36,718

  (ハ）未積立退職給付債務（（イ）＋（ロ））  △8,112  △8,571

  (ニ）未認識数理計算上の差異  4,958  5,768

  (ホ）未認識過去勤務債務  △1,932  △1,734

  (ヘ）連結貸借対照表計上額純額（（ハ）＋（ニ）＋（ホ））  △5,086  △4,537

  (ト）前払年金費用  4,027  4,823

  (チ）退職給付引当金（（ヘ）－（ト））  △9,113  △9,360

３．退職給付費用に関する事項 前連結会計年度 当連結会計年度 

  （21.４.１～22.３.31） （22.４.１～23.３.31） 

  (イ）勤務費用 百万円1,999 百万円1,756

  (ロ）利息費用  1,060  1,031

  (ハ）期待運用収益  △811  △868

  (ニ）数理計算上の差異の費用処理額  813  621

  (ホ）過去勤務債務の費用処理額  △198  △198

  (ヘ）退職給付費用（（イ）＋（ロ）＋（ハ）＋（ニ）＋（ホ）)  2,864  2,344

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 前連結会計年度 当連結会計年度 

  （21.４.１～22.３.31） （22.４.１～23.３.31） 

  (イ）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

  (ロ）割引率 主として2.5％ 主として2.5％ 

  (ハ）期待運用収益率 主として2.5％ 主として2.5％ 

  (ニ）数理計算上の差異の処理年数（注１） 主として15年 主として15年 

  (ホ）過去勤務債務の額の処理年数（注２） 15年 15年 



 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（共通支配下の取引等） 

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

オリエンタル酵母工業㈱…製菓・製パン用資材、生化学製品等の製造・販売及びライフサイエンス事業 

㈱ＮＢＣメッシュテック…メッシュクロス、成形フィルターの製造・販売 

(2) 企業結合の法的形式 

公開買付け等による100％子会社化 

(3) 結合後企業の名称 

結合当事企業の名称変更はありません。 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

当社は、当社の連結子会社であるオリエンタル酵母工業㈱の総株主の議決権の数に対する43.4％（平成22年３

月31日時点）、㈱ＮＢＣメッシュテックの総株主の議決権の数に対する48.8％（平成22年３月31日時点、当社の

100％子会社を通じた間接所有分を含む。）をそれぞれ有しておりましたが、当社グループ全体として効率的か

つ最適なグループ経営を実践し、長期的な企業価値の更なる向上を図るため、両社を当社の100％子会社とする

ことを目的として、平成22年７月30日から同年９月13日まで両社の普通株式に対する公開買付けを実施し、その

後の会社法に基づく一連の手続により、両社の発行済株式のすべてを取得いたしました。 

２．実施した会計処理の概要 

当該100％子会社化を目的とした子会社株式の追加取得は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、少数株主との取引として会計処理を行っ

ております。  

３．子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

(2) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

(ⅰ) 負ののれん発生益の金額     2,643百万円 

(ⅱ) 負ののれんの発生原因 

追加取得した子会社株式の取得原価が、追加取得により減少する少数株主持分の金額を下回ったことによる

ものです。 

  

（企業結合等関係）

普通株式の取得価額 21,315百万円 

取得に直接要した費用 615百万円 

取得原価 21,931百万円 



（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

   ２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（21.4.1～22.3.31） 

当連結会計年度 
（22.4.1～23.3.31） 

１株当たり純資産額 1,097円72銭 

１株当たり当期純利益 67円77銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 67円76銭 

１株当たり純資産額 1,121円98銭 

１株当たり当期純利益 57円09銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 57円09銭 

項     目 
前連結会計年度
（22.3.31） 

当連結会計年度
（23.3.31） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  303,226  285,249

普通株式に係る純資産額（百万円）  272,755  278,799

差額の主な内訳（百万円）     

新株予約権  83  138

少数株主持分  30,388  6,311

普通株式の発行済株式数（株）  251,535,448  251,535,448

普通株式の自己株式数（株）  3,059,826  3,045,423

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株）  248,475,622  248,490,025

項     目 
前連結会計年度

（21.4.1～22.3.31） 
当連結会計年度

（22.4.1～23.3.31） 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円）  16,839  14,187

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  16,839  14,187

普通株式の期中平均株式数（株）  248,489,043  248,497,650

当期純利益調整額（百万円）  －  －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた 

普通株式増加数の主要な内訳（株） 

    

新株予約権  38,388  3,770

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

・新株予約権 

 株主総会の決議日 

 平成17年６月28日 

 （新株予約権28個） 

 株主総会の決議日 

 平成19年６月27日 

 （新株予約権89個） 

 （新株予約権161個） 

  株主総会の決議日 

 平成20年６月26日 

 （新株予約権88個） 

 （新株予約権178個） 

・新株予約権 

 株主総会の決議日 

 平成17年６月28日 

 （新株予約権118個） 

 株主総会の決議日 

 平成19年６月27日 

 （新株予約権79個） 

 （新株予約権146個） 

 株主総会の決議日 

 平成20年６月26日 

 （新株予約権88個） 

 （新株予約権178個） 

  株主総会の決議日  

 平成21年６月25日  

 （新株予約権84個）  

 （新株予約権172個） 

  株主総会の決議日  

 平成22年６月25日  

 （新株予約権86個）  

 （新株予約権177個） 



  該当事項はありません。 

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 42,953 24,335

売掛金 674 193

有価証券 19,327 20,999

前払費用 93 96

繰延税金資産 503 554

未収還付法人税等 2,569 2,771

その他 450 441

流動資産合計 66,573 49,391

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 8,149 7,719

構築物（純額） 807 719

機械及び装置（純額） 466 592

車両運搬具（純額） 4 2

工具、器具及び備品（純額） 359 350

土地 10,609 12,355

リース資産（純額） 555 421

建設仮勘定 826 230

有形固定資産合計 21,779 22,391

無形固定資産   

借地権 411 411

ソフトウエア 285 239

リース資産 61 46

その他 65 63

無形固定資産合計 823 761

投資その他の資産   

投資有価証券 38,250 37,313

関係会社株式 93,193 115,424

出資金 317 317

関係会社出資金 506 532

従業員に対する長期貸付金 59 40

関係会社長期貸付金 9,690 9,296

長期前払費用 1,056 1,369

その他 366 365

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 143,415 164,636

固定資産合計 166,018 187,789

資産合計 232,592 237,180



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

1年内返済予定の長期借入金 4 3

リース債務 159 162

未払金 2,148 313

未払費用 1,725 1,684

預り金 1,965 2,614

役員賞与引当金 80 75

その他 154 48

流動負債合計 6,238 4,902

固定負債   

長期借入金 53 36

リース債務 456 305

繰延税金負債 10,353 9,835

退職給付引当金 827 845

その他 99 95

固定負債合計 11,790 11,118

負債合計 18,029 16,020

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,117 17,117

資本剰余金   

資本準備金 9,500 9,500

その他資本剰余金 2 3

資本剰余金合計 9,502 9,503

利益剰余金   

利益準備金 4,379 4,379

その他利益剰余金   

配当引当積立金 2,000 2,000

固定資産圧縮積立金 1,417 1,385

固定資産圧縮特別勘定積立金 － 496

別途積立金 126,770 133,770

繰越利益剰余金 40,608 40,539

利益剰余金合計 175,175 182,571

自己株式 △3,179 △3,163

株主資本合計 198,616 206,028

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15,863 14,992

評価・換算差額等合計 15,863 14,992

新株予約権 83 138

純資産合計 214,563 221,159

負債純資産合計 232,592 237,180



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収益 24,437 25,034

営業費用 13,720 12,991

営業利益 10,716 12,042

営業外収益   

受取利息 497 253

有価証券利息 29 31

受取配当金 645 878

その他 165 36

営業外収益合計 1,338 1,198

営業外費用   

支払利息 11 5

コミットメントフィー 10 10

為替差損 － 58

その他 4 1

営業外費用合計 26 77

経常利益 12,028 13,164

特別利益   

固定資産売却益 18 1,190

投資有価証券売却益 1,007 －

関係会社清算益 129 －

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 1,160 1,190

特別損失   

固定資産除却損 59 53

投資有価証券評価損 － 1,355

震災による損失 － 38

特別損失合計 59 1,448

税引前当期純利益 13,129 12,906

法人税、住民税及び事業税 17 16

法人税等調整額 7 26

法人税等合計 24 42

当期純利益 13,104 12,864



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 17,117 17,117

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,117 17,117

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 9,500 9,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,500 9,500

その他資本剰余金   

前期末残高 － 2

当期変動額   

自己株式の処分 2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 2 3

資本剰余金合計   

前期末残高 9,500 9,502

当期変動額   

自己株式の処分 2 1

当期変動額合計 2 1

当期末残高 9,502 9,503

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 4,379 4,379

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,379 4,379

その他利益剰余金   

配当引当積立金   

前期末残高 2,000 2,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,000 2,000

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,429 1,417

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 22 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △34 △32

当期変動額合計 △11 △32

当期末残高 1,417 1,385

固定資産圧縮特別勘定積立金   

前期末残高 22 －

当期変動額   



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － 496

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △22 －

当期変動額合計 △22 496

当期末残高 － 496

別途積立金   

前期末残高 126,770 126,770

当期変動額   

別途積立金の積立 － 7,000

当期変動額合計 － 7,000

当期末残高 126,770 133,770

繰越利益剰余金   

前期末残高 32,191 40,608

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 △22 －

固定資産圧縮積立金の取崩 34 32

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － △496

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 22 －

別途積立金の積立 － △7,000

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 13,104 12,864

当期変動額合計 8,416 △68

当期末残高 40,608 40,539

利益剰余金合計   

前期末残高 166,793 175,175

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 13,104 12,864

当期変動額合計 8,381 7,395

当期末残高 175,175 182,571

自己株式   

前期末残高 △3,170 △3,179

当期変動額   

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 97 97

当期変動額合計 △9 15

当期末残高 △3,179 △3,163

株主資本合計   

前期末残高 190,241 198,616

当期変動額   

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 13,104 12,864



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 99 98

当期変動額合計 8,374 7,412

当期末残高 198,616 206,028

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 13,704 15,863

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,159 △871

当期変動額合計 2,159 △871

当期末残高 15,863 14,992

評価・換算差額等合計   

前期末残高 13,704 15,863

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,159 △871

当期変動額合計 2,159 △871

当期末残高 15,863 14,992

新株予約権   

前期末残高 38 83

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44 55

当期変動額合計 44 55

当期末残高 83 138

純資産合計   

前期末残高 203,983 214,563

当期変動額   

剰余金の配当 △4,722 △5,468

当期純利益 13,104 12,864

自己株式の取得 △106 △81

自己株式の処分 99 98

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,204 △815

当期変動額合計 10,579 6,596

当期末残高 214,563 221,159



６．役員の異動（平成23年６月28日付） 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

（２）その他の役員異動 

  ① 役付取締役の異動 

    専務取締役                            池 田 和 穗 

                       （現 常務取締役） 

  

    常務取締役                            丸 尾 俊 雄 

                       （現 取締役） 

  ② 新任取締役候補 

    取締役                稲 垣  泉 

                                            （現 上席執行役員） 

  

    取締役                左 山  実 

                                            （現 上席執行役員） 

   ③ 退任予定取締役 

    取締役相談役             村 上 一 平 

    （㈱日清製粉グループ本社特別顧問に就任の予定） 

  

（３）執行役員の異動 

  ① 新任執行役員候補  

        執行役員                花 房 宏 昌 

  ② 退任予定執行役員 

      上席執行役員              稲 垣  泉 

       （取締役に就任の予定） 

      上席執行役員              左 山  実 

       （取締役に就任の予定） 

  

＊上記の人事異動につきましては、平成23年４月26日に発表しております。 

以 上
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